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 公益財団法人ひょうごコミュニティ財団 

2026年度（公益第14期） 

事業計画 

（2026年7月1日〜2027年6月30日） 

1．全体 

当法人は2026年6月6日に設立満13年を迎え、本年度は14年目となる。特定の大型財源や、地域

外とりわけ中央からの財源に頼らず、地元・地域でのファンドレイズ（＝理解と支持の拡大）

を基本に据えて運営してきたコミュニティ財団として、いまだ安定的運営には遠いものの、昨

年度は事業・組織の両面で大きな進展が見られ、2026年度以降も引き続きこの路線を堅持してい

く。地域での認知度も徐々に拡がりが感じられ、引き続き支援者・関係者の拡大とファンドレ

イズを進め、体制面および財政面の基盤強化により一層注力していく年とする。 

助成事業は、既存の3基金（有園博子基金、真如苑・ひょうご多文化共生基金、ひょうご・み

んなで支え合い基金）を進める。組織基盤強化助成を１年休止し研修事業に取り組んだ有園博

子基金では組織基盤強化コースの再開が検討課題となる。他の助成プログラムも引き続き改善

を重ねながら、また伴走支援等の非資金的支援の要素を増やしながら、進めていく。共感寄付

プログラムは昨年度の大幅拡大の規模を継続する。地域での広報に力を入れ、NPOの寄付集め

のプラットフォームとしての確立を目指す。 

非資金的支援は、「孤独・孤立対策担い手育成支援事業」等の大規模事業は行わないものの、

NPOへの市民参加促進（「参加のデザイン」）は引き続き最重要課題の１つであり、市民セク

ターの実態や価値を市民・社会に発信する活動、NPOと市民を「つなぐ」活動などは助成事業

や伴走支援などの中で工夫しながら進めていく。 

広報・ファンドレイズの面の強化が今年度の最重要課題であり、新規事業として「シンポジ

ウム」を開催し支援者・関係者の拡大・再定義を図るほか、広報ツールを整備し会員拡大を図

る。また、相談が増加傾向にある遺贈の推進にも引き続き力を入れる。 

組織面では、昨年度から本格化した理事会部会制度を引き続き充実させていくとともに、事

務局長代行職の設置（2025年度末）と権限委譲、職員の新規採用、そして事務局全体の業務分担

の見直しを進め、法人としての支援力・運営力の強化充実に努める。 

全体として5,600万円程度の事業規模となり、助成額は約2,000万円程度を見込む。 
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2．事業 

   

ア 市民活動団体への助成事業 

 既存の3基金（有園博子基金、真如苑・ひょうご多文化共生基金、ひょうご・みんなで支え

合い基金）を基本とし、引き続きその内容（助成プログラム）の充実を図る。申請前の説明

会・個別相談や、助成先団体への訪問・インタビュー、団体の交流・報告会など、資金助成以

外の支援も改善、充実を進める。 

また、研修や伴走支援などの非資金的支援との連動による、総合的な団体支援も進めてい

く。 

共感寄付プログラムは、引き続き認知度向上に力を入れてNPOの寄付集めツールとしての

定着を目指す。 

 

（1）共感寄付事業 

 共感寄付事業は2024年度にプログラムの見直しを実施し、2025年度（第6期）は参加団体数が9

団体から30団体へと急拡大した。第6期（2025.4.～2026.3）の受取寄付金は20,604,236円（494件）、

助成額は17,513,600円と、大幅に拡大した。 

 2026年4月から第7期としてスタートし、6月には新規9団体が加わり合計30団体32事業で寄付募

集を実施中である。このプログラムは、公益財団法人の寄付控除を活かしたNPO支援として効

果が大きく、助成終了後の資金獲得にも有力なツールである。 

 2026年度は「寄付を集める力」の底上げを重点課題とし、ファンドレイジング研修に加え、参

加団体の成功事例や工夫を共有する機会を設け、団体間の学び合いを促進する。また、目標設

定や情報発信についても丁寧な伴走支援を行う。 

 市民の認知度向上に向けた広報強化も継続し、「社会の役に立ちたい」という市民の思いを

地域のNPO活動に届ける仕組みとして充実を図る。年間受取寄付金は合計1,200万円程度を見込

む。 

 

（2）「有園博子基金」事業 

有園博子基金は、第11期（2029年）もしくは第12期（2030年）までの運用を計画している。

折り返しを過ぎた第8期（2026年4月〜2027年3月）はこれまでの助成の成果の検証を行うため、
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組織基盤強化コースを休止している。また団体の運営力の強化が必要との観点から、過去の組

織基盤強化コースの助成先を対象とした組織基盤強化研修を実施する。 

第9期以降の助成プログラムを企画・検討するための企画委員会を夏期に開催する。第9期

（2027年4月〜2028年3月）の募集と選考はこれらを反映して実施していく。 

伴走支援は、当期に限らず過去の助成先も対象として実施する。アドバイザーと事務局に

よる伴走支援研究会を年3回程度開催し、事例の共有と支援手法の検討を行っていく。 

本基金の成果の検証・発信が課題であり、また社会的必要性も引き続き大きいと考えられ

るため、さらなる資金調達を通じて本基金を継続させていくことにも取り組みたい。 

 

（3）「真如苑・ひょうご多文化共生基金」事業 

 今年度は第4クール（2026～2028年度）の初年度（10期：2026年4月～2027年3月）になっている。

すでに採択6団体（活動応援コース5団体、新設の組織応援コース1団体）の事業が始まっている。

従来の事業助成（活動応援コース）に加えて、2025年度に「ひょうご・みんなで支え合い基金」

で新設した組織助成（組織応援コース）を本プログラムでも新設し、組織基盤強化の要素を強

くしている。新設の組織応援コースの団体には、季節ごとに進捗などの状況確認を行いたい。

昨年度5月には、採択団体のキックオフ発表を含んだ、2026多文化共生ネットワーク会議を開催

し好評を博した。 

 下半期には、11期（2027年4月～2028年3月）の募集、選考が行われる。助成金総額は前年並み

の130万円を見込む。活動応援コースとともに、組織応援コースの定着・充実を柱としたい。採

択後に行われる多文化共生ネットワーク会議も3回目となるが、採択団体のみならず過去を含め

た応募団体の他、県内の多文化共生・外国人支援団体にも広く参加を呼びかけ、会議としての

定着と成長を図りたい。 

 

（4）「ひょうご・みんなで支え合い基金」事業 

ひょうご・みんなで支え合い基金は、下記7つの基金の募集・選考を合同で行う。各基金は

いずれも個人・法人（企業）の浄財により設立され、社会的な孤独・孤立の緩和や、市民主

体・市民参加のまちづくり推進に役立てたいという趣旨は共通している。 

募集・選考の事務を共通で行い、それぞれの基金の指定分野を集約した「若者活動応援分

野」「子ども支援分野」「組織応援コース」の各分野・コースの助成金に充当する。また募集

分野に合わせた広報や事前相談を強化していく。 
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2025年度は第4期（2026年4月〜2027年3月）の実施と第5期（2027年4月〜2028年3月）の募集

と選考の時期に当たる。第5期の助成額は総額450万円程度を見込む。 

第4期で休止している「一般分野」については、再開へ向けてのあり方を秋期までに助成部

会で検討していく。 

  ・外国ルーツまたはミックスルーツの若者の活動支援基金 

〈外国ルーツ・ミックスルーツの若者を主体とする活動支援〉 

・野田子ども・若者応援基金〈子ども支援・若者の活動支援〉 

  ・田中成治基金〈子ども支援〉 

  ・中村毅一郎・婦美乃基金〈子ども支援/分野限定なし〉 

  ・ASAHI-MITSUHASHI基金〈医療・子ども支援〉 

  ・實吉一夫基金〈分野限定なし〉 

  ・匿名基金（複数）〈分野限定なし〉 

 

（5）災害支援事業 

県内で一定以上の規模の災害が発生した場合、臨時の災害基金を立ち上げて寄付を集める

など、助成を中心とする支援活動の実施を検討する。（予算としては計上しない） 
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イ 市民活動団体への非資金的支援 

 引き続き各種相談事業その他の非資金的支援を実施する。ここ数年、「参加のデザイン」と

銘打って力を入れてきたNPOへの市民参加促進や参加の仲介・コーディネートは、例年のよう

な大規模事業は行わないものの、形を変えて継続していく。 

 

（6）NPO法人相談窓口事業 

  ①NPO法人設立・運営相談窓口事業（神戸市委託事業） 

 昨年度に続き3年目の事業となる。神戸市内でNPO法人の設立を検討している市民や団

体に対する情報提供や助言、また設立後のNPO法人に対し、役員変更や定款変更、さらに

は法人運営全般に関する助言を行う相談窓口業務を引き続き実施する。昨年度までのNPO

法人なんでも相談会、NPO法人のつくり方説明会といった講座類は委託内容からは外れ、

代わって、NPO法人の設立・運営に関する公開用資料の作成が業務内容に追加されること

となった。 

  ②認定NPO法人相談窓口事業（神戸市委託事業） 

 神戸市内のNPO法人を対象に、認定NPO法人資格の取得と認定更新のサポートを行う。

高齢化などで認定更新が困難となる団体が出てきた中、認証間もない団体への対応を進め

て新たな認定NPO法人の増加を目指す。通年の相談・出張相談を行うほか、認定NPO法人

制度入門やNPO法人の基盤を整える運営基礎をテーマとした講座を開催する。また神戸市

内の認定NPO法人の交流会を開催するほか、認定NPO法人の事務担当者と面談を行って運

営状況のカルテを作成し、事務局や運営状況の把握に努める。 

 

（7）その他の中間支援事業 

  必要に応じて上記以外の非資金的支援（中間支援）の活動を行っていく。 

 



7 

 

 ウ 市民活動活性化につながる基金・財団等への支援 

（8）他の基金等の事務局受託等 

 今年度も住友ゴム工業株式会社のCSR基金の一部業務を引き続き受託・実施していく。こ

れは同社が従業員から募金を集め、同額を会社が負担するマッチングギフトにより地球環境

問題やその他の社会課題に取り組む市民活動へ支援するもので、同社のCSR基金の運営に対

して当財団は助成先の推薦等の支援を行っていく。今期（2026年4月-2027年3月）は、5団体を

推薦し採択頂いており、本CSR基金以外でも支援や連携を図っていきたい。また、2026年6月

には、住友ゴム工業が、会計法人PWCと共催で「ONE DAYプロボノ」というイベントを実施

し、当財団はその運営をサポートした。今期もこの試みの継続を目指すことで住友ゴム工業

と協議している。 
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エ 調査研究事業 

  

（9）調査研究・ネットワーク事業 

 引き続き市民活動・NPOの基盤整備を中心に実施していく。今年度に実施を検討している

「シンポジウム」との連動も検討する。 

 （地域のネットワークおよび受任役職） 

  ・ひょうご市民活動協議会（HYOGON）（団体正会員、実吉代表理事が運営委員） 

  ・ひょうご中間支援団体ネットワーク 

  ・ひょうごん福祉ネット（団体正会員） 

  ・神戸市居住支援協議会（団体正会員） 

  ・ひょうご中間支援推進委員会（実吉代表理事）【新規】 

  ・災害救援ボランティア活動支援関係団体連絡会議 委員（実吉代表理事） 

  ・NPO会計支援センター（団体会員） 

  （全国のネットワークおよび受任役職） 

  ・NPO法人会計基準協議会（団体正会員、世話団体） 

  ・NPO会計税務専門家ネットワーク（NPO＠PRO）（団体正会員） 

  ・市民ファンドの集い（団体としてメンバー） 

  ・関西公益信託ネット（メンバー）【新規】 

  ・(特活)市民社会創造ファンド  理事（実吉代表理事） 

  ・大阪府公益認定等委員会  委員（実吉代表理事） 

  ・(社福)中央共同募金会・赤い羽根福祉基金「被害者やその家族等への支援活動助成」 

   審査委員（実吉代表理事） 

  ・「Panasonic NPO/NGO サポートファンド」選考委員（実吉代表理事） 
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オ 寄付啓発事業 

   今年度の最重要事業として、寄付啓発事業を推進する。秋には、シンポジウムを開催し、寄付

者を「資金提供者」から「ガーディアン（守り手）・パートナー」へ再定義した運動をこのシ

ンポジウムを軸に展開していく。 

 

（10）広報・ファンドレイジング事業 

①広報体制の拡充 

 昨年度、広報ファンドレイジング部会が発足し、その場で様々な議論がなされた。そ

れを受け、メールニュースの発行（毎月10日発信、現状約4000通）、SNSの活用強化等、

紙媒体以外のツールを強化したことに加え、企業との連携を目指した企業訪問も再開さ

せた。 

 今期は、それらの継続・拡充に加え、財団パンフ（12ページ）を7月に発行し、その後、

遺贈パンフも準備する。それ等を活用し、秋のシンポジウムを軸とした広報活動を7月～

12月の集中月間で企業や大学への戸別訪問等を実施する。 

  

  ②「シンポジウム（仮称）」の開催 

 会員・寄付集めをより促進する為、秋ごろに「シンポジウム（仮称）」を開催する。

従来、学習・報告・交流を目的とした「大交流会」を助成金の応募団体を中心に開催し

てきたが、今年度より助成団体以外の当財団のステークホルダーも集うイベントに拡

大・変革していく。後述の会員・寄付集めもこのシンポジウムを軸に前後の活動と連動

し推進していく。 

 

③寄付つき商品による助成（ASAHI-MITSUHASHI基金等）  

 ASAHI-MITSUHASHI基金や（株）夢工房様の寄付付き商品からの寄付については、昨

年度に引き続き、今年度も「ひょうご・みんなで支え合い基金」の中に組み入れての助

成という形を取る。 

 

④会員・寄付集め、遺贈セミナーの開催 

 引き続き遺贈セミナーを開催するほか、前述の「シンポジウム」を軸に会員・寄付集

めを進める。 
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 遺贈については相談の増加の兆しがあり、広報資料、相談体制を充実させ万全の対応

体制を整える。また、金融機関（地方銀行、大手銀行、信託銀行、証券会社など）との

連携を推進する。 
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3．組織 

  

（1）組織の基盤整備 

 昨年度に設置した「人事総務」「助成プログラム」「広報ファンドレイズ」の３部会におい

て、各分野の実務・具体策を検討し進めていく。 

 体制面では、役員体制については、今期は役員（理事、監事）の改選期に当たるが最小限の

変更にとどめる。事務局体制では、代表理事から2026年6月に設置した事務局長代行職への権

限委譲を進める。 

 財政面では、「シンポジウム」の実施と連動させた関係者拡大、広報の強化拡充、遺贈の推

進等により、引き続きローカルベースの支援と財源確保を中心に据えていく。 

 

（2）事務局体制の整備 

  新規の職員募集を行い、常勤正職員１名を採用する。並行して、新設の事務局長代行を軸

に業務分担の見直しとさらなる組織化を進める。 

 


